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2018年2月に、科学研究費による「2017年度女性・地域住民から見た防災・災
害リスク削減策に関する調査」を実施し、2019年3月にその結果を公表した（東
京大学社会科学研究所 HP）。調査には内閣府男女共同参画局と全国知事会の協
力をいただき、全都道府県と1,171市区町村（64.8％）の回答が得られた。この調
査は、2008年に全国知事会が行った調査の後継調査でもある。調査結果から、こ
の間に施策が進展したことは明確だったが、地方の間の差は小さくない。また、
過去10年間に災害を経験した自治体で、施策が進んだとは限らない。
全体に、人口規模が大きい自治体で、①より多様な人々を要配慮者として想定

し、②避難所の運営においてプライバシーの確保・情報伝達およびコミュニケー
ションの確保・心のケア対策・妊産婦および乳幼児をもつ女性への支援などの方
針が明記され、③更衣室・授乳室・各種トイレ等の設置も明記され、④間仕切り・
各種トイレ・乳幼児用や成人用のオムツ等の備蓄も充実していた。
しかし、自治体間の差は単に人口規模の問題ではない。同等の人口規模の自

治体でも、防災会議の女性委員比率が高い場合や、地域防災計画や避難所運営指
針の策定に男女共同参画担当部局の参加・連携がある場合に、備蓄や避難所の運
営方針・設備が整っていることが明らかになった。同時に、人口規模が小さく高
齢化した自治体で、地域の総合戦略の策定に住民や若手職員の主体的な参加を
図っている比率が高く、その場合に、防災を含めて地域を持続可能とすることへ
の意識が見られた。
市区町村では、防災会議の女性委員比率は平均8％程度で、国の目標である

30％に遠く及ばない。また防災計画や避難所運営指針の策定に男女共同参画担
当が参加・連携した比率は、防災計画で48.3％と5割に満たず、避難所運営指針
では17.5％にすぎない。決める場に女性がいない、のである。自治体は、財源や
人材の不足を嘆く前に、防災・減災分野の意思決定に男女共同参画を進めること
が望まれる。
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